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｜ 平成27年度被災地域企業新事業ハンズオン支援事業の案件募集 ｜ 

東日本大震災の影響により、被災地域では、復興のカギを握る産業の復興については、民間事

業者におけるマンパヲーの不足、震災による販路の途絶をはじめとした多くの課題を抱え、回復

の状況は地域や業種により大きく異なっています。

そこで本事業は、被災地域における新産業の創出につながる新たな事業を支援します。

【支援内容・体制】

被災地外企難等 被災地企業

【支援内容】

被災地復興に資する
事織の立ち上げ
（単組／連携｝

助言・指導にとど
ま6ず、企業等と
共に事業化を推進

復興庁鵬員 （民間企難出
身者等）及びシシクタシ
ク、 専門家・専門機関に
よる支援チーム
（支績案件別に組成）

①新銀術 ・新商品・新ザーピスの開発、生産性の向上、付加価値の創出、販路の開箔を進めるために必要な事幾計四告の作成
を支t慢します。
②①の事鎌計画笛の作成に係る餓合商品・サービス・市濁環筑調査、商品の筏術評価、人初育成ノウハウの混供、事鎌実施体
制のt•U庭、生産ライシの改醤提案、 販売計図 ・ 資金計圏・収支計画の策定を行います。
③事業化に必要となる試作品の製作資局、楓準契約担5・約獄等の作威、秘密保鰭・情事量漏えい対策、屡示備の出展費用などを
-811負担します。
④筒晶 ."!:tーピスの販売先・代理店、技術鍵携先等を紹介します。
⑤法律 ・ 会計・ 税務・ 緩衝・ 知財 ・ 商取引 ・ 金融専事の専門家を紹介す~Iまか、事量量化に必.なアドパイスを鍵倹します。
⑥資金調達に必獲な助成制度や民間ファシド・金融機関等を紹介します。
⑦事鎌内容を復興庁HPヘ掲総するほか、 ＂例~·メールマガランで広く情緒発信します。

ネットワークの紹介

Z包包丞
（大学）東北大学 ・岩手大学 ・福島大学〈産学連携担当〉
（経済団体）東経連ビジネスセンター・岩手／宮城／福島各県商工会議所連合会
（金融機関）日本政策投資銀行 ・信金中央金庫 ・岩手銀行 ・七十七銀行・東邦銀行
（コミュニティ・まちづくり）東北電力・まちづくり尊門家（必要に応じ）

※アドバイザリ－~－ ドの織成員は平成26年度の支j車体制lのため、変更となることがあります．

【支援結果例（平成26年度））※記者発表資料より

僻）フカコラ美人

「ゑびす娠舞Lリの新商品開発

を支援し、販路を開拓

特定非営利法人 自然環境応援団

新製材拠点の整備にあたり、事業

計画の策定・ 資金調達を支援

末魔酒造僻）

プランディング支援によ り、

『親子の語酒Jシリーズの創設
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【対象事業】

①事業者の属性

中小企業・小規模事業者等

本件事業支援が完了した後、 6か月以内に法人を設立しようとする団体またはそのグル

ープを含みます（個人を除く）。法人等の所在地は圏内である限り場所は問いません。

② 事業分野

原則として製造業または小売・サービス業を対象とします。 農林水産業は製造業や小

売・サービス業に進出しようとする事業について対象とします。

③ 事業段階

準備段階にあるビジネスプランを有しており、本件事業支援によって事業化が見込まれ

るものを対象とします。起業、二次創業の別は問いません。

④事業の実施場所

原則として、岩手県、宮城県または福島県において実施される事業を対象とします。な

お、東日本大震災によって特に甚大な被害を蒙った区域で実施される事業を優先しま

す。

⑤ 新規性 ・独倉lj性 ・波及効果

地域における新規性や独創性を有し、被災地特有の課題を解決する事業であって、被災

地の雇用を創出するなどの経済波及効果が見込まれる事業を優先します。

【留意事項】

① 民間事業者等が、地方公共団体等に対して設備の納入、建物・構築物等の施工、役務の

提供等を請け負う事業は原則対象外とします。

② 単なる工場の新設、新店舗の出典等の設備投資等の事業は、原則対象外としますが、地

域への経済効果が大きく中核的なものについては対象とします。

③ 複数の民間事業者等（被災3県以外に所在する企業、大企業を含む）の連携により実施

される事業を優先します。

【募集期間】

平成27年3月31日（火） ～平成27年5月29日（金）正午（事務局必着）

【応募方法： 書類による選考を実施します】

別添様式「事業概要」を作成のうえ、1.M提出して下さい。
（応募される民間事業者は、 書類提出前に下記問い合わせ皇室玄ζ連絡ください。）

（応募方法に関する問い合わせ・ 事務局への応募書類提出先）

企業連携推進室担当：花岡、石川、二宮、村上

干 10 7ー0052

東京都港区赤坂1-9ー 13三会堂ビル1階

TEL:03-5545-7365 

FAX: 03-3224-9083 

専用メールアドレス ：ki gyorenke i su i sh i nsh i tsu@cas. go. j o 

※メール、郵送いずれも可。ただし、郵送の場合は封箆表面に「被災地域企業新電業。

ンズオン支援応募書類」と朱書きしてください。

以上


